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I 課題設定
1 研究の端緒
広島市は原子爆弾による壊滅から驚異的者復興をなしとげてきた。昭
和田年5月1日現在の人口は87万4,179であり，昭和5昨 3月には全国第
十位の政令指定都市への昇格も決定している。昭和50年度の昼間就業者
数は44万9,058，純生産額は1;l<.2,91創意円に達しその74%強を第三次産
業が占めているロ年間商品販売額は中四国圏内の23%強に及ぷ。広島市
は名実ともに中四園地方の中枢都市として再建された。この間の人口増
加は昭和3咋以降の周辺町村合併促進に負うところもあるが，旧市域へ
の人口集中もいちりるしいものがあった。そこは原子爆弾の災禍がもっ
とも甚大であり，市の中心から半径 2kn以内はことごとく焼失した。市
勢要覧によれば昭和19年2月調査の広島市人口は33万6,483であったが，
昭和20年1月調査では13万7,197となって 20万弱の人口の急激な減少が
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認められる。しかし人口の回復も急速に進み昭和21年には17万1,902，周
辺町村合併に先立つ昭和29年にはお万1,367に達した。旧市域に限定して
見た場合にも人口増加はなおも続き，昭和4昨国勢調査では5D万4,200,
また昭和5昨国勢調査では55万1,800余と報ビられた。終戦当時の空白
地域が3畔の歳月経過後に人口稿密な都市核心部に再成長した。そこに
集合した住民の出身地，移入動機，生計維持の方策，相互交渉の実態が
問題視されよう。筆者は昭和41年以降12年余り広島大学に在職して，急
速な発展過程における広島市への見聞を深め，上記の問題意識を函養さ
せられたが，今堀誠二代表のもとに広島市戦後克編纂事業が企画されて，
年来の疑問解明の契機が与えられた。
昭和5昨までに主として社会学の立場から広島市内で実施された調査
はわずか2件にすぎない。大薮寿ーが基町相生地区に鯛集した被災世帯
299の綿密な実態調査を行ない，また湯崎稔・渡辺正治が被災中心地区
居住世帯の復元調査を試みてきた。なお若干別な部類に属するが佐伯岩
男の統計資料駆使による戦後広島市の産業振興経過の究明もある。相生
地区は大田川沿いの狭長な県有地を不法占拠した通称「原爆スラム」であ
りその後集落は撤去された。被災中心地は整備されて平和記念公園とな
りもはや居住地区ではない。いずれも戦後の広島市発展の担い手とはい
えず，再充実し拡大してきた市街・都市住民の構成体の一部をなしてい
ない。これらの調査が都市再興の主役となった住民に視点、を定めてない
のか灘点である。筆者は広島市内ではないが地方都市のー街区住民構成
を巨大製造企業の進出と関連づけて検討した経験がある。昭和47年に上
回由文と福山市長者町を対象とし，戦災を免れたー画で地付き住民と戦
後移入者との融合経過をとくに後者の生業，居住面の定者性および地域
社会活動への参加態度に焦点をあてて分析した。旧藩時代に遡って目立
った災禍を経ない長者町と広島旧市域とは両極に位置するように見える。
しかし広島市の場合も被災前住民のすべてか亨E滅したのではない。被災
生存者，疎開者，兵役・徴用解除者の復帰があり旧市街区を原型とした
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新街区の建設が見られたα父母妻子を喪失した者も再婚により家庭を再
構築した。かれらを核として新規移入者の協力と融合により戦後の都市
再興が成就した。市内幹線道路の整備と記念公園建設以外には戦後大規
模な市街改造計画の実施がなく，旧住居跡への復帰住民の家屋再建と空
閑地への移入者住居新築という形で市街区再興が進行した。広島市の人
口増加と産業発展はこのような経過をたどってきたのである。
2 調査設計，施行
都市の特定街区の居住戸全数調査は昭和33年に東京都立大学社会学・
人類学研究室が杉並区と江東区で実施し，筆者も学部学生として戸別面
接を担当した。しかし社会学者の都市調査は一般に全居住戸を対象とせ
ず標本抽出による対象選定を行なっている。全体の傾向把握には標本調
査法は有益だが，明確な地域の枠組内部で展開される人間関係と相互交
渉の網目の詳細は居住民の全数調査を必要とするだろう。これまで地域
性，住民構成の軽視のうえに発展してきたという最近の都市社会学理論
の「停滞」打開の途もここに見出されるかもしれない。たしかに多様異質
な街区構成をもっ都市社会の性格は単一街区の内部分析と叙述のみでは
捕捉しえず，居住区，商業区，工業区，官庁ビジネス街区など個々の全
数調査の集積の後に解明されるだろう。こうした限界性の反面では個別
街区内全数調査は，異る都市問の，また異文化の都市相互間の地域社会
調査成果の比較検討を可能にする。明確な領域をもっ小範囲の地域社
会調査は社会人類学の一般的な手法である。当初は村落にのみ適用され
たそれも都市研究への援用例が増加して，都市人類学の新分野形成に貢
献してきた。近年に入って人口の都市集中は欧米先進国と開発途上国を
とわず急速に進行し，新規移入者の下位階層形成，就業不安定，身心不
適応，犯罪非行など病理現象誘起を促してきた。都市研究はこれら現実
問題の解決を急務とし新規移入者への対応と定着過程の究明に焦点を集
中してきた。その場合まず文化あるいは種族的共通性をもとに集中居住
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区の形成とその内部の血縁姻戚，出身地近接関係を契機とした紐帯強化
と互助保障組合結成による都市生活安定確保の努力が辛される。乙うし
た過程でのネットワークの実態が注目される。言語や生活諸習慣の異る
多種住民の流入をみた都市では集中居住区の生成が不可避だが，わが園
地方都市の場合にはむしろ新規移入者と地付き住民との混住形式が支配
的である。その際に移入者は適応と定着を容易化する目的で先住者との
縁故利用，紐帯強化に努める点では集中居住区への移入と共通性を示す。
しかしわが国では地付き住民を核として形成され運営される町内会組織
が確立しており，移入者の受容と方向づけの面で集中居住区の組合等に
比べはるかに強大な影響力吾保持ーしている。町内会吾地域社会組織の一例と
みることの是非は中村八朗も検討している於それが特定の地域的枠組を有
し居住民を網羅して機能している場合には地域集団とみて支障はないだろう。
広島市戦後史編纂計画の一環として筆者と丸山孝ーは「都市地域社会
と文化の変貌Jを担当した。調査方法として前述の集中的地域全数調査
（悉皆調査）を採用し対象として旧市域居住区，商工業区，新市域農村地
区，在日朝鮮入居住区を選定した。昭和51年以降順次面接聴取を施行し
たが昭和53年秋に筆者が，翌年春に丸山が広島大学を去ったので以後は
別個に調査を進行させることになった。東平塚町は同計画の最初の調査
地でその立地条件をもとに被災空白地帯の街区再興事例として注目され
た。調査設計は筆者が行ない，復帰住民の家族再編成，移入者も含めた
戦後生計維持経過，地域社会活動参加状況を中心に情報収集に努めた。
すなわち家族の実態について世帯主性別年齢，家族類型と規模，居住状
況，居住歴の諸面から検討し，生計維持は勤務先ないし自営企業の規模，
所在地，就業中の職種，地位を手がかりとして実情を明らかにし，かっ
戦後の職業移動状況を追跡した。他方，年間所得額と資産（土地家屋）保
有，世帯主学歴，勤務先および町内会役職経験を勘案した階層分類も試
みた。また住民の地域社会活動参加に影響を及ぼす定着性の大小は出身
地指向度および現住地における交際状況とかかわりが深い。したがって
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郷里の親戚，近隣ならびに職場，趣味関係の交際の実態も追究した。
東平塚町はほぼ正三角形に近い街区の形態をなし旧市域の中央東寄りに
位置している。東を京橋川，南を平和大通りで，そして東北から西南方
向へ走る幹線自動車道路で仕切られて，街区の内側にもそのまま同ビ三
角形の小公園がある。幹線道路に沿って中層ピJレが連立し商業ビジネス
"' 地区として発展が期待されるー画を形成している。しかし京橋川に面し
た東寄り部分は戦後の木造二階家屋を中心lこ，街路側に若干の鉄筋四階
ピJレが散在する居住区を残存させている。町内会集会所を兼ねてモJレタ
ル造りに改築された小さな神社と，戦前から営業してきた銭湯もある。
今回の調査は東寄り部分の東平塚町七番，八番，十一番の構成戸156世
帯を対象とした。東平塚町は交通の便に恵まれ，国鉄広島駅へも反対方
向に当たる官庁会社集中街区にもそれぞれ2kmの距離にある。市内第一
の歓楽街「流J＂」にもきわめて近いが，四車線幅の幹線道路と中層ピJレが
夜毎の喧燥をはばんで東平塚町の静穏な居住環境維持に貢献している。
ただ流川周辺の風俗営業関係従業員が東平塚住民に多く含まれ，それら
を対象とした居室，アパート賃貸による生計維持の例もまた数多く見ら
れる。戦前にはむしろ京橋川を隔てた東岸が歓楽街として繁栄しており
その場所に生計を求める者が東平塚町に多数居住していた。いずれにし
てもここは都市の中心に位置しながら商工業街区への変貌を免れ，被災
後も復帰住民と移入者が混在して居住区を再興してきたひとつの典型を
示すものである。調査は次の手順で行なわれた。まず昭和51年11月初旬
に筆者が検分して調査書百直地と判断し，同年12月から翌年1月にかけ広
島大学学生十数名による戸別面接を実施した。東平塚町七，八，十一番
の構成戸156世帯のうち60%強の95'世帯の面接に成功したが61世帯は聴
取不能であった。その内訳は拒否17.，常時不在の19と転入1年未満で単身
世帯のため調査から除外した25である。しかし住民登録票は全構成戸156
世帯すべてを参照できたので少くとも家族形態については完全な情報,. 
の入手をえた。
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図1 広島市中心部
（市勢要覧，昭52.,)
lkm 
1.東平塚町 5. 広島市役所
2.流川町 6.広島駅
3.本通商店街 7.爆心地
4.広島県庁 8.広島城祉
Il 家族形態
1 世帯
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昭和52年1月現在の東平塚七，八，十一番居住者は男160，女216で合
計376である。便宜上かれらを 5層に分けて検討したい。 I層（19歳以
下）, I層（2ト 39歳）, I層（4ト 59歳）, N層（6ト 79歳）， v層侭O歳以
上）である。住民全体を見ればI層95（男45，女5日1),I層ll2（男51，女61)'
E層108（男41，女67), N層58（男2,女36),v層 3（男l，女2）である。
E層以上の男女比率不均衡の原因は全体の32%を占める単身世帯員の性
別と年齢構成の偏りに負うところが大きい。すなわち単身世帯員のそれは
I層 1（男）' I層23（男16，女7），目層16（男 2，女14),N層18（男 2,
女16),v層2（女）となり単身世帯員全数の中で男21，女39のいちビる
しい較差を生ヒている。他方，非単身世帯ではI層94（男44，女50), I 
層89（男35，女54), I層92（男39，女53), N層40（男20，女20),v層 1
（男）である。 E～皿層ではここでも女性が多数を占めている。非単身世
帯E層の独身者は男12，女18であるがむしろ注目されるのは配偶者が欠
落した多くの女性世帯主の存在である。非単身世帯96のうち男性世帯主
73（無配偶者 5），女性世帯主23（無配偶者19）が見られる。単身世帯と非
単身世帯の双方にわたる女性多数と配隅者を欠く非単身世帯とくに母子
家庭の目立つ存在は，歓楽街に近接する立地条件にかかわりをもつかと
も思われるが，なおこれら事例と居住および職業上の特色との関連を検
討する必要がある。
世帯主年齢も非単身世帯で高くなる。年齢層別に見るなら男性世帯主
はE層23(31%), I層33(45%),N層17(23%）であり，また女性世帯主
はそれぞれH層 5，匝層12,N層 6となっている。男女いずれも40歳を
越える世帯主が全体の約70%に達する。次に世帯規模を構成員の人数で
みるなら全数156世帯（100%）は単身世帯60(38%), 2人世帯37(24%＇弱），
3人世帯24(15%)' 4人世帯18(12%弱）， 5-8人世帯17(ll%）である。
ここで世帯主年齢の高低は世帯規模の大小と直接かかわりを示さない。
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単身世帯については前述のとおりE層2主皿層16, N層18の事例分布が
見られ女性で40歳以上の世帯主が全数60の過半数を占める。他方，非単
身世帯でも小規模（ 2～3人）事例の世帯主年齢はE層16, I層26, N層
ig-でかならずしも低いとはいえ奇い。 4人以上の世帯ではこの分布がE
層12,E層19, N層4で，その90%は60歳未満の世帯主である。本稿で
は住民登録上の世帯分離にはとらわれず，同居家族員はすべて単一世帯
構成員として取扱った。それゆえ世代交替による世帯主年齢低下がもた
らされた。そのほか非単身世帯については小規模事例に限り女性世帯主
が見出される。全数23のうち 2人世帯13, 3人世帯7（有配澗例 3)' 4 
人世帯2であり，残り 1例は6人世帯だが有配偶例である。これらもま
た女性世帯主の就業・居住条件との関連で改めて考察する必要がある。
2 家族類型，居住状況
調査地区には単身世帯60（女性世帯主39），核家族81（同21），複合家族15
（同 2）が見出された。単身世帯は単一家族構成員が地理的に拡散して出
現した特殊な家族のー形態と考えるべきだろう。平常は互いに隔離して
生活するが，全構成員が会合し連帯強化をはかる機会と場所が存在する。
各構成員はまた単一家族への帰属意識を保持している。今回の聴取対象
から除外した転入後1年未満の25例，単身世帯だが東平塚に持家または
借家を持つ 9例，さらに転式して数年経過はしたが年齢30歳以下の単身
生活者6例はこの部類に算入してよいだろう。残りの単身世帯20（女性
18）例には60歳を越える女性8名が含まれる。その l例には他出家族員
が存在するが，他の 7例はすでに5年以上独りアパートまたは間借り生
活をよぎなくされている。調査時に不在または入院中で詳細な事情は不
明だが，おそらく家族との紐帯にも欠けた孤独な老齢者世帯である可能
性が大きい。核家族は81で全家族156例の過半数に達する。構成人数か
ら見れば I)2人が35例（43%),I) 3人が23例（28%),IIIH人が16例
(20%), N) 5人以上が7例（ 8 %）である。構成形態では A）夫婦のみ
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20例（25%), B）夫婦と未婚子女を含むもの42例（52%), C）父子または
母子いずれかのみ19例（23%）となる。現在は核家族の形式をとるが世帯
主年齢が60歳を過ぎた例がA)lO, B) 5, C)4認められ，配偶者死亡
や子女他出により老齢者単身世帯に変貌するおそれも大きい。 C）は欠
損家族とも呼ばれる形態で構成人数のうえでは I)14例， I)4例， il)
l例と~る。そのうち15例は母子家庭であり居住状況から見ても生計維
持の困難か、推測される。すなわちC）の場合には全数19のうち持家・借家
8，アパート（ 2 D K以上） 7，間借り 4である。これは核家族全体（81 
例）の居住状況，つまり持家・借家44，アパート29，間借り 8と対比し
て明らかに不遇といえる。
複合家族（15例）は全体の 9%どまりの少数だがその形態は多様である。
人数別では4人以下5例， 5人3例， 6人4例， 7人2例， 8人1例と
なる。複合の形式を見ると D）世帯主または配偶者の親同居9例， E）世
帯主の息子夫婦同居3例， F）世帯主の傍系親同居3例がある。世帯主年
齢の幅はD)25～56歳， E)62～75歳， F)25～56歳となり複合形式との
かかわりは少い。ここで複合形式をさらに詳しく見るならDについては
i ）世帯主（男）の父母同居 2例， i）母親のみ同居 l例， ii）母親および
傍系親同居4例， iv）配編者（女）の母親同居2例である。そのうちD i) 
にみる両親は75歳以上の高齢者で自活能力に欠ける。 D-iii）は妻帯し
た息子が母親の持家に同居している形で， D-iv）の 1例も妻の母親の
持家への入居である。 Eはどれも自営業者だが妻帯した息子を同居させ
形式的な世帯分離さえもしていない。いわゆる家父長的な形態を示す。
Fではアパート居住l，持家居住3が見られる。前者は20歳台の姉弟の
一時的同居だが，後者はより永続的な傍系親同居の例である。すなわち
l例は77歳を越えた姉妹2人のみの，他の 1例は52歳の女性の兄夫婦宅
への5年来の同居，残る 1例は亡兄の妻子および弟夫婦と子供の同居で
あるロ Fの1例を除けは被合家族はすべて持家・借家居住となっており
家族形態と居住状況との関連が強く表明されている。
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3 居住歴，被災体験
東平塚町七，八，十一番に居住する156世帯の約半数は昭和40年以前
から，残り半数がそれ以降の10年間に生活の場をここに見出してきた。
昭和20年8月の被災前に遡る居住（G）は8例（4%），戦後から昭和30年121
月迄の転入｛H）は24例（15%），昭和31年1月から昭和40年12月迄の転入（！）
は38例（25%），昭和41年1月から昭和48年12月迄の転入（ J）は53例（34
%），さらに日蘇百49年1月以降の最近3年間にみられる転入（K）は33例（20%)
である。いずれも世帯主転入時期にかかわる集計だが，ま恩寺点、への接近に従っ
て単身世帯の車丘入例が増しJ期に18例（33%),K期には25例（76%）に達し
ている。すなわち昭和41年 1月以後になると転入のおよそ半数が単身世
帯に占められる。非単身世帯（96例）については昭和40年12月以前が53例，
以後が43例となり際立つた差は認められない。しかしK期には非単身世
帯の転入はわずか8例に過ぎなくなった。これら転入世帯の定着傾向は
個々の居住状況の実態と深くかかわりを保つが，戦後3昨聞のそれは次
のと晶、りである。
表 1（居住状f兄）
G期 H期 I期 J期 K期 計
持家・借家 8 20 19 16 3 66 
アノマート 。3 10 23 11 47 
間借 り 。1 9 14 19 43 
言十 8 24 38 53 33 156 
終戦後の当初20年間に来住した世帯は持家・借家への入居を果たした
が，昭和41年以降転入の場合はアパートや間借り居住が主流を占め，と
りわけ最近3ヶ年間の転入世帯は過半数が間借り形式に甘んUている。
旧市域への人口集中が進み空閑地が見出し難くなった。木造家屋の改築
による中層化，アパート化，居室賃貸例の急増がみられる。こうした居
住状況の悪化にもかかわらず東平塚町は立地条件の利便から転入世帯数
は近年も減少することなく，それかれアパー ト，間目昔り居住の比率を高めてきた。
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昭和20年8月の被災以前から居住する世帯主は8例で家族形態は単身
l，核家族5，複合家族2である。 1例を除いて持家居住となっている。
当初のバラック建築は木造モJレタJレ二階家屋に改められ， 1軒は鉄筋中
層ピJレに改築された。 G-1 （明治38年生女）は昭和5年に婚入してきて
東平塚で被災した。夫は昭和37年に死亡し単身世帯である。 G 2 （明
治43年生男）は大正2年に転入し被災後はバラック家屋の仮住まいを続
けた。 G 3 （大正9年生女）は父親が被爆死したが本人は昭和22年に県
外出身男性と結婚し，東平塚に引続き居住してきた。 G-4 （大正11年
生男）は被災時外地におり昭和21年に復員してから旧住居跡に家屋を再
建，妻を迎えた。その後事業上の組曲Eで家屋は入手に渡り今日まで借家
居住である。 G-5 （大正15年生男）は借家居住していて被災したので戦
後に近隣の土地を購入し，昭和20年12月に現住所にバラック家屋を建て
た。その後結婚している。 G-6 （昭和10年生男）は母親か被爆死し，生
存した父親と住居を再建した。昭和36年に結婚している。 Gー7 （明治
45年生男）は昭和11年に転入し夫婦で製造業を営んでいた。被災後再建
した木造家屋は最近中層ピJレに改築されている。 G-8 （昭和7年生女）
は両親ともども被災した。昭和26年に同じ東平塚出身男性と結婚してい
る。夫の母親も被爆死したが夫（大正12年生）は静岡で兵役に就いており
難を免れた。 H 1 （昭和10年生男）も両親とともに被災した。以前は借
家居住であったので戦後一時期市内小網町に仮住まいし、昭和25年に旧
居近くに借地して住居再建を果たした。本人は未だ結婚していない。 J
1 （昭和3年生男）の両親（明治25年生男，明治31年生女）は戦前から販
売業を営んで、きたが，被災後はガレージと店舗賃貸で生計を立ててきた。
Kー1の場合には妻の母親（大正3年生）が戦前からの居住者である。幼
小時に転入し昭和12年に結婚した。引続き居住して東平塚で被災，戦後
夫と死別し娘（Kー lの妻，昭和24年生）夫婦を同居させている。これら
11例と血縁で結ぼれた他の3例の世帯主がいる。I 1 （昭和11年生男）は
J-1の，またJ 3 （昭和14年生男）はH lの弟である。 I 2 （昭和
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16年生男）はG 2の息子にあたる。これらを集計するなら東平塚町七，
八，十一番の居住者総数376名に対して被災以前からの居住者とその縁
者は49名（男26，女23)'14世帯となる。全居住者の13%である。
戦後に転入してきた世帯をこれに加えれば被災にかかわりをもっ居住
者数はさらに増加する。市内他所で被災して後に東平塚に転入した世帯
主は12例あり，さらに配偶者，親，同居紺長に被災体験をもっ世帯主の
転入は 71列みられる。合せて19世帯， 59名（男26，女3司となる。転入時
期別には戦後10年間（H期）に 9例，昭和31年1月から昭和40年12月迄
( I期）に 5例，昭和41年 1月から昭和48年12月迄（J期）に 5例である。
これらのうち世帯主本人が被災者なのはH期 7, I期2, J期 lとなる。
家族形態の面では全数19が単身4，核家族10，複合家族5に分かれるが，
転入時期とのかかわりはとくに見出せない。すなわち単身世帯の分布は
H期2, I期と J期に各lで，複合家族のそれもH期3, I期と J期に
それぞれ1となり偏りがない。居住状況は持家13,借家3，アパート 3
（単身 l，核家族 2）で安定度は大きい。戦後10年間の転入世帯数は全部
で24あってそのうち 9例が被災関係世帯である。戦後11年目から20年目
に移ると転入世帯数38に対して被災関係世帯は5例どまりとなる。さら
に戦後20年経過後はそれに続く 7年間の転入世帯数53の中で被災関係世
帯は前期と同t;5例にとどまり比率の上で減少が目立つ。
被災関係世帯で戦後に転入したものの体験は次のとおりである。 H-
2 （明治30年生女）は大阪で夫と死別後に宝町の親戚宅に寄留して被災，
建物の下敷きに在った。その後バラック家屋に居住したが道路拡張で立
退かされ昭和23年に転入した。 H-3 （明治30年生女）は西平塚で被災し
夫は14年間入院生活の後に死亡した。本人は車両生町で住込みの仲居とし
て働いてきたが，昭和33年に職を辞めて東平塚へ転入した。 I-3 （明
治30年生男）の旧居は峨町にあって被災した。本人と家族は島根県に疎
開中であったが， I-3のみが被災の翌日に市内に入り放射能被曝を受
けた。息子の進学を契機として昭和31年に転入している。 J 3 （明治
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38年生女）は的場町に経営していた食堂で被災した。夫とは戦前に死別
しており娘と住込みの家政婦として生計維持をはかった。昭和37年に娘
が結婚してJ 3を引取ったが，昭和45年に離婚したためJ 3は単身
で現f主所に居住することになった。 H-4 （明治34年生男）は大手町で被
災した。同年11月に早くも東平塚に移り食品製造業に従事してきた。 H
-5 （明治4昨生男）は大州町の勤務先（鉄工所）と自宅が被災して焼失し
たので，周年10月に現住所へ転Uて以後食品会社に勤務してきた。しか
し会社は昭和50年に倒産し失職したままである。 I 4 （昭和2年生男）
の場合には堀川町の住居で被災し，戦後は父親と同所で商業を営んだロ
本人は昭和28年に結婚し父親もやがて死亡したので，東平塚に借家して
住居と店舗を移した。これらのほか被災体験者として I 5 （昭和 4年
生男）， H-6（明治42年生女）， H 7 （大正2年生男）， I -6 （昭和8
年生男）， H-8（大正13年生男）の例があるが被災場所と戦後生活の実
態については聴取していない。
同様に戦後の転入で世帯主以外に被災体験者が見出される世帯の概況
は次のとおりである。 I 7 （明治41年生男）は出征中のために妻のみ被
災した。本人は復員後大工として働き市内を転々としたが，昭和30年頃
東平塚に借家できて転入した。 J 4（大正3年生男）の妻子は西平塚で
被災し，息子は即死した。本人は復員後夫婦で宝町所在の勤務先に管理
人を兼ねて住込み，昭和46年に妻の実家の土地を購入して東平塚へ移っ
た。 J-5 （昭和10年生男）の妻は生家が土手町にあって，被災により肉
親すべてを喪った。 J 5は彼女と昭和38年に結婚して西平塚に住居を
定めたが，子供がふえて手狭となり昭和46年に現在の場所へ移転した。
J-6 （明治組年生男）は他県出身で広島への転入も戦後になるが妻（大
正11年生）は実家が若草町にあって被災した。彼女は流川町近辺で仲居
として働き，昭和43年にJ 6と結婚して東平塚に借家をえた。 H-9
（大正元年生男）も他県出身だが，妻（大正6年生）は塩屋町の実家で被災
した。彼女のみ生存し肉親は居ない。 H 9は彼女と昭和24年に結婚し
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住居と店舗を求めて東平塚に転入してきた。 Jー 7（大正9年生男）宅
には彼の実妹（大正11年生）が同居している。彼女は戦前に結婚して西平
塚に住み，被災した。夫か死亡した後は実姉方に寄留していたが，その
姉も昭和47年に死亡したので Jー 7宅に身を寄せた。 J-7は以前から
東平塚に所有地をもち，昭和49年に鉄筋中層ピルを新築して移り住んで
きた。 H 10（昭和22年生女）はH 5の娘で両親ともに被災している。
彼女は昭和50年に夫を喪い，母子家庭を営んで、いる。これまで記述した
すべての被災関係者を合算するなら108名（男52,女56），世帯数おとなる。
すなわち東平塚町七，八，十一番の住民総数376の29%弱を占める。今
回の調査施行時に拒否など聴取不能世帯がHで3例， Iで11例， Jで20
例を数えたが，これらの中にも被災関係者の存在が予測されるので，上
述の比率はさらに高まると思われる。
転入時期を通じて見た被災関係世帯とそれ以外の世帯との比率は以下
のとおり推移を示す。戦時中から引続き居住してきた世帯は例外なく被
災を免れなかった。戦後10年間の転入世帯24の内訳は被災関係10例とそ
れ以外の14例に分かれる。しかし後者には被災の可能性大の 2例（H
1, Hー12）とおそらく無関係な 8例，聴取不能の 3例が内包されてい
る。H-11（大正15年生男）は広島被災当時に効外に住居を，旧市域外縁部
に勤務先をもっていた。 H-12（大正元年生女）の亡夫も同ピ状況にあっ
た。ただこれら 2例に対しては被災の有無確認をえていない。他の8例
の場合には職場，住居ともに市内か与遠隔地に位置していたロ実際には
そうした状況にもかかわらず本人ないし肉親が被災体験をもっ近郊住民
は多数にのぼる事情はある。疎開家屋撤去，被災者救助，被災地整理な
どの目的で動員されて被爆あるいは放射能被曝を受けた例が少数にとど
まらない。一見無関係と見える世帯中にもより詳細辛聴取によって被災
関係者を発見する可能性も大きい。この事情は戦後すべての転入者の場
合にも考慮しなければならない。そうした留保条件付きではあるが，歳
月経過が被災関係世帯の転入をしだいに減少させてきた傾向は認めてよ
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いだろう。昭和31年～40年の転入38例中で7例，昭和41年～48年転入54
例中の8例，また昭和49年以降の転入33例についてはただ l例が被災関
係世帯とみられる。これは広島市の戦後30年間における政治，経済機能
の充実発展経過に応じた，遠隔地域からの人口集中現象の反映とみるこ
ともできょう。これら転入世帯の前住地と移入時期との関連を東平塚住
民について見るならおよそ次のとおりである。
表 2（前住地）
G期 H期 I期 J期 K期 計
！日 市 内 5 12 20 27 13 77 
広島市周辺 2 5 7 12 2 28 
県内遠隔地 1 3 2 3 3 12 
近畿以西 1 5 9 9 24 
中部以東ほか 1 2 4 7 
不 詳 3 3 2 8 
計 8 24 38 53 33 156 
戦時中からの居住世帯主と戦後10年間の転入世帯主の場合は前住地が
ほぼ広島県内に限定されている。昭和30年代（ I期）に入って県外からの
転入の例が目立ち始め，以後急速に増加していく。とくに注目されるの
は県外からの転入とは別に，旧市内を前住地とする転入世帯の数がH～
J期を通じて常に全体の約半数を占める点である。旧市内内部における
世帯の活溌な移動状況を示すものといえよう。表2には示されないがこ
れらの期間に東平塚からの転出世帯の例も相当な数に達したはずである。
戦後の混乱および急激な経済発展の時期にかけて生業および居f主状況改
善のための移動が活況を呈したと考えられる。ただ本稿では東平塚住民
の定着過程との関連で世帯の異動を検討しているため，転出については
考慮していない。
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戦後10年間の転入世帯には被災関係と海タμ帝国の例が多い。前住地を
旧市内とする世帯主12例には被災関係者6例（H-2,3,4,5,6お
よび10）が含まれる。また前住地がそれ以外の12例にも被災関係3例（H
3, 4, 5）と満州からの帰国 1例が見出される。昭和30年代も同様
で被災関係7例，海外帰国4例がある。まず前者については東平塚町出
身で婚姻により世帯分離した 2例および広島市近郊品、らの転入した3例
(I-5, 6, 7）が挙げられる。海外からは中国と米国各l例，朝鮮半
島から 2例の世帯ぐるみ帰国が認められる。こうした傾向はもはや昭和
40年代に入っては見られない。被災関係世帯の転入はなお7例数えられ
るものの，世帯主本人の被災は l例のみで他は親あるいは配澗者，同居
親族に被災体験がある例ばかりである。海外からの帰国も 2例あるが，
引揚げの中心人物は現世帯主の父親であり，東平塚へは当初落着き先か
らの二次的転入となっている。昭和40年代はここに現れた世代交替に限
らず，際立つた変化が生巳た時期でもある。前述した県外からの転入事
例の増加で，東平塚住民の多様化を促した要因である。
移入世帯主の転入の動機については不能票と聴取除外例が多く全体の
動向を的曜に把握できなかった。しかし回答をえた77例については次の
とおりてもある。
表3（転入動機）
H期 I期 J期 計
就職・開業 7 12 17 36 
縁 故 3 8 7 18 
結婚・新築 4 2 3 9 
戦災・立退 4 3 1 8 
そ の他 2 1 3 6 
言十 20 26 31 77 
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戦後の約30年聞を通ビて就職あるいは開業を目的とした転大は各時期
ともに多く，かつ漸増傾向をたどったことが知られる。各時期における
回答数に占める比率はH期7例（35%),I期12 例（4旬~）. J期17例（5切め
であり，ここに表示していないがK期の単身転入世帯25例（75%）も全部
が就職目的の来住と考えられる。なんらかの縁故の存在が移住先の選定
に影響を及ぼすのは，先に触れた開発途上社会の都市移入の場合に通例
であるが，東平塚町にもまたそうした傾向が見出される。転入動機は択
一式回答を求めたので，ここでは縁故が他に優先するものとして選定さ
れた。その比率は戦後のどの時期をJMt:てもほとんど変化はない。結婚
による独立別居と家屋新築による釆住も各時期ともほとんど差はない。
ただK期に入ってからは縁故あるいは結婚・新築を動機とする転入例は
大きく減少していると考えてまちがいない。一部のアパート入居者には
結婚による独立別居の例も見出されるだろうが，その場合も就職上の利
便とは無関係に新住居が決定されはしない。家屋新築を伴う独立別居は
もはや東平塚周辺では期待できなくなっている。
戦後30年聞を通じて移入者層の変化を見るには，世帯主の本籍地分布
がひとつの指標となる。戦後の10年間（H期）の転入世帯主24例を見た場
合，本籍を広島県内に置く 21例か県外に本籍を残した4例を大きく凌ぐ。次の
昭和30年代（I期）も同様で，県内本籍地の33例に対し県外5例となって
いる。しかし昭和40年代（J期）に入ると転入世帯主53例の3分のl弱（15
例）が県外に本籍地を止めたままで東平塚に居住し続けている。さらに
昭和48年以降（K期）に至っては比率の逆転を生U，転入世帯主の本籍地
所在は県内11に対し県外22である。これらの場合に前住地と本籍地との関連
は少くとも J期までは認めてよい。 J期の転入世帯主で前住地が旧市内，
広島市周辺，県内遠閥也とする42例については本籍地分布もまた県内34,
県外8でほぼ対応関係が見てとれる。しかしK期に入ってはこの種の対
応も影を潜め，前住地を旧市内とする世帯主13例の場合にも本籍地所在は県
内4に対し県外9である。単身世帯の転入増加が生巳させた変化とみら
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れ，この種の転入はJ期で県外本籍地保持15例のうち 7例，またK期で
は同ヒく 33例中の17'例に認められる。これら県外本絹削剥寺の単身世帯主24
例の居住状況も不安定であり， 7例のみアパート，他はすべて間借り居
住である。かれらの前住地はさまざまだが旧市内各所を，また遠隔都市
聞をひんぱんに移動しているように見える。これら流動的住民を多く
集合させているのは東平塚町の市内中心部，とりわけ歓楽街への交通事l
便の立地条件によるが，かれらは同時にアパート，居室賃貸の対象とし
て定着住民の一部の生計維持に重要な意味をもっに至ったのが実情であ
る。
注
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聞東平塚町調査は丸山芋ーと筆者が共同で計画し実施した都市地域社会調査で
ある。東平塚町七，八，十一番を対車地区に選んだのは最初筆者で，後日丸山
が同意した。面接聴取の事項と質問文も筆者が原案を作り丸山が一部字句修正を加
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成り立ち」， r広島岡谷』 8，昭5島大森元吉・丸山孝一，「広島市コミュニティ調査む，
r広島新史編修刊む 2，広島市役所，昭53,）しかし本稿については4滋掠まの性格もあ
って丸山の書簡（昭和54年10月10日付）による許諾をえなうえてを輔の単独執筆の形
をとった。本稿の資料分析と記述はすべて筆者の責任に帰すものである。共同
研究者として丸山を銘記しその協力と許容に深く謝意を表わしたい。
(I却広島市企画調整局（編）， r広島市新基本計画L 広島，昭5~ 81頁，図3 5。
凶戸別面接聴取実施までの準備は次のとおりである。調査地視察（昭和51年11月
3日），町内会役員対車懇談会（i月30日），世帯別質問票配布(12月1日），住民
票参照（12月16, 17日），戸別面接聴取第l回(12月19,2日日，調査員14名），同
第2回（昭和52年l月9日，調査員1名），同第3困（ 1月23日，調査員10呂），
補足聴取（ 1月29日，調査員若干名L
(I田広島県東部の福山市長者町調査（注6文献）では全居住戸98世帯の宰族構成が単
身3，核家族60.，複合軍族35であった。ここにも第二次大戦の担禍を免れた長
者町と被災再興街区の東平塚町との顕著な相違が現われている。
(I日原子爆弾による放射能被曝はなんらかの身体的障害遺伝への危倶から通婚忌避
などの偏見を生じさせているロ（大薮寿一， ilf掲， 86, 97～98頁。江嶋修作，春
日耕夫，青木秀男，「広島市における『被爆体験』の社会統合機能をめぐるー研
究J,r第49回日本社会学会大会報告要旨L 前掲， 144～146頁。）乙の点を顧虚
し東平塚住民に対して被爆の有無を問う項目設定は行なわ辛かった。ただ，
面接時の恋意的言及は調査員に記録させ他の関連質問項目（出生地，転入時期，
昭和20年9月現在の世帯主もしくは親の就業地，夫婦の郷里との交渉）との照
合により被災体験の究明に努めたo本稿では表記に世帯番号で示さず転入時期
別記号を用いているが該当世帯の判明を避けるための止むをえない方法である。
(I司青木秀男（詮16文献， 146頁）は被調査対車群を明示していないものの，「被爆者お
よび三世が全体の29.1%，被爆者を古めて近親者に被爆者をもつものは58.0%
に達する」と述べている。東平塚町七，八，十一番居住戸のなかで被災関係者
の占める比率はこれよりも低いが，その理由は最近3年間の若年層県外出身者
多数転入に見出されよう。
104特集人類学
RESIDENTS IN A REBUILT CITY WARD 
別 HIROSHIMA,PART I 
<i: Summary}> 
Motoyoshi Omori 
Hiroshima is now the tenth largest city泊 Japanwith a population of 
874,179泊 1979.The city has become the pivot of economic, political 
and cultural acl!vities in the southern part of the main !Sland In the 
World War I Huosh1ma was ruined, its population of 336,483 in Febru-
ary 1944 decreased to 137,197 in November 1945, a loss of approxi-
mately 200 ,000 lives.百iecity, however, rapidly restored its population, 
from 171,902 in 1946 to 361,367 in 1954. The residents, then, con-
sisted of the survivors of the atomic bomb, returnees from the air-raid 
evacuation or military semce and the new immigrants from other 
localities. 
This paper examines the process of rebuilding the once ruined city. In 
collaboration with Koichi Maruyama the author did door-to-door mter-
views of 156 households, population 376, of a ward located in Higashi 
H1ratsuka-cho The area, located m the eastern corner of the center of 
the city, was completely destroyed by the atomic bomb explosion The 
ward has been, however, rebuilt as a res1denl!al area consisting of 60 
single, 81 nuclear and 15 composite families in 1977. Of these house-
holds/families 8 ( 4%) had settled before the explosion, 24 (15 %) moved 
in during the fust decade after the war, 38 (25 %) immigrated into the 
ward during the second decade and the remaining 86 (56%) came there 
dunng the past ten years Not叩 ly皿 increaseof the number but also 
an expansion of the buth places of these 1mm1grants has occurred during 
the period. 86% of the 62 household heads having immigrated between 
1945 and 1964 were born within Hiroshima prefecture. Only 43% of 
those moving m after 1965 were nal!ves of出eprefecture. 53% came 
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from the outside. This tendency comc1des with the accelerated economic 
growth of the city where 449 ,058 workers produced as much as 1,291.8 
billion yen加 1975,74% of which was the profit of tertiary industries. 
After close scrutiny it was revealed that 33 households or I 08 (29 %) 
of廿ie376 residents had certain relations with the atomic bomb victims; 
the household heads themselves, their spouses or kin being among也e
vi ct泊四.The sur羽vorsand their descendants have suffered from prej-
udice and segregation担 employmentand m marriage due to fear of the 
radioactive pollution from the bomb. A movement of these sufferers to 
secure more stable 1obs and residences was active during the earlier two 
decades. However, this movement has slowed down during the past ten 
years. At Higashi Hiratsuka cho 14 out of the 33 had settled be五orethe 
explosion, 14 moved in during the earlier two decades and 5 came during 
the last one. 
(continued) 
